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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被験者の身体表面の所定部位に接触させるための複数の電極と、
　前記複数の電極を用いて被験者の身体の生体インピーダンスを測定する生体インピーダ
ンス測定部と、
　被験者の胴部横幅および胴部縦幅を計測するための胴部幅検出部と、
　前記生体インピーダンス測定部にて測定された生体インピーダンスおよび前記胴部幅検
出部にて検出された胴部横幅ならびに胴部縦幅に基づいて体脂肪量を算出する体脂肪量算
出部とを備え、
　前記複数の電極は、被験者の下肢の表面に接触させるための下肢用電極を少なくとも含
み、
　前記胴部幅検出部が設けられ、被験者の胴部を取り囲むように配置が可能な枠状の胴部
幅計測ユニットと、
　被験者が乗ることで前記下肢用電極を被験者の足の裏に接触させるための台ユニットと
をさらに備え、
　前記胴部幅計測ユニットが、当該胴部幅計測ユニットが前記台ユニットに収納された収
納状態と前記台ユニットから取り外された非収納状態とを採り得るように、前記台ユニッ
トに対して着脱自在とされている、体脂肪測定装置。
【請求項２】
　前記胴部幅計測ユニットの被験者の胴部が挿入される中空開口部内に、前記収納状態に
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おいて前記台ユニットの少なくとも一部が収容される、請求項１に記載の体脂肪測定装置
。
【請求項３】
　前記台ユニットの周面に、前記胴部幅計測ユニットを支持するための支持部が突出して
設けられている、請求項２に記載の体脂肪測定装置。
【請求項４】
　前記台ユニットの上面の周縁に沿って、前記収納状態において前記胴部幅計測ユニット
の少なくとも一部が収容される段差部が設けられている、請求項２に記載の体脂肪測定装
置。
【請求項５】
　前記台ユニットの上面の周縁を除く部分に、前記収納状態において前記胴部幅計測ユニ
ットの少なくとも一部が収容される凹部が設けられている、請求項２に記載の体脂肪測定
装置。
【請求項６】
　前記台ユニットの内部に設けられた収容室に、前記収納状態において前記胴部幅計測ユ
ニットが収容される、請求項１に記載の体脂肪測定装置。
【請求項７】
　前記台ユニットが、開閉可能な箱体にて構成されている、請求項６に記載の体脂肪測定
装置。
【請求項８】
　前記台ユニットが、周面の一面が開口した箱体にて構成されている、請求項６に記載の
体脂肪測定装置。
【請求項９】
　前記台ユニットが、出し入れ可能な引き出しを具備した箱体にて構成されている、請求
項６に記載の体脂肪測定装置。
【請求項１０】
　前記胴部幅検出部が、前記胴部幅計測ユニットの右側部および左側部の少なくともいず
れか一方に設けられた非接触式の測距センサと、前記胴部幅計測ユニットの前部に設けら
れた非接触式の測距センサとにて構成されている、請求項１から９のいずれかに記載の体
脂肪測定装置。
【請求項１１】
　前記胴部幅計測ユニットの右側部および左側部のうちの少なくとも一方が、被験者の胴
部横幅方向に沿って移動可能であり、
　前記胴部幅計測ユニットの前部および後部のうちの少なくとも一方が、被験者の胴部縦
幅方向に沿って移動可能であり、
　前記胴部幅検出部が、前記胴部幅計測ユニットの移動可能な部位の移動量を検出する移
動量検出センサにて構成されている、請求項１から９のいずれかに記載の体脂肪測定装置
。
【請求項１２】
　前記胴部幅計測ユニットが、前記収納状態においてその外形が最小とされた状態で前記
台ユニットに収納される、請求項１１に記載の体脂肪測定装置。
【請求項１３】
　前記胴部幅計測ユニットが、複数の部分に分解可能であり、前記収納状態において分解
された状態で前記台ユニットに収納される、請求項１から１１のいずれかに記載の体脂肪
測定装置。
【請求項１４】
　前記複数の電極は、被験者の胴部の背中側の部分である背部の表面に接触させるための
背部用電極をさらに含み、
　前記背部用電極が、前記胴部幅計測ユニットに露出して設けられている、請求項１から
１３のいずれかに記載の体脂肪測定装置。
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【請求項１５】
　前記装着状態において前記背部用電極の背部表面に対する接触面が前方を向くように、
前記背部用電極が前記胴部幅計測ユニットの後部に設けられている、請求項１４に記載の
体脂肪測定装置。
【請求項１６】
　前記複数の電極は、被験者の上肢の表面に接触させるための上肢用電極をさらに含み、
　前記上肢用電極が、前記胴部幅計測ユニットの表面に露出して設けられている、請求項
１から１５のいずれかに記載の体脂肪測定装置。
【請求項１７】
　前記上肢用電極が、前記胴部幅計測ユニットの後部を除く前部、右側部および左側部の
少なくともいずれかに設けられている、請求項１６に記載の体脂肪測定装置。
【請求項１８】
　前記台ユニットは、被験者の体重を測定する体重測定部を含んでいる、請求項１から１
７のいずれかに記載の体脂肪測定装置。
【請求項１９】
　前記体脂肪量算出部は、被験者の内臓脂肪量を算出する内臓脂肪量算出部および被験者
の皮下脂肪量を算出する皮下脂肪量算出部の少なくともいずれかを含んでいる、請求項１
から１８のいずれかに記載の体脂肪測定装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、生体インピーダンスを測定することによって被験者の体脂肪量を算出するこ
とが可能に構成された体脂肪測定装置に関し、より特定的には、家庭等においても容易に
内臓脂肪量および／または皮下脂肪量を測定することが可能に構成された体脂肪測定装置
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、被験者の健康状態を知る一つの指標として、体脂肪量が注目されている。特に、
内臓脂肪量は、内臓脂肪型肥満であるか否かの判断を行なうための指標として注目されて
いる。この内臓脂肪型肥満は、糖尿病、高血圧症、高脂血症といった動脈硬化を引き起こ
し易い生活習慣病を誘発すると言われており、これら疾病の予防の観点から上記指標の活
用が期待されている。ここで、内臓脂肪とは、腹筋および背筋の内側において内臓の周囲
に蓄積した脂肪のことであり、胴部の表層に位置する皮下脂肪と区別されるものである。
なお、内臓脂肪量を示す指標としては、臍位置に対応する部分の胴部断面において内臓脂
肪が占める面積（以下、内臓脂肪断面積と称する）を採用することが一般的である。
【０００３】
　通常、内臓脂肪量の測定には、Ｘ線ＣＴ（Computed Tomography）あるいはＭＲＩ（Mag
netic Resonance Imaging）等を用いた画像解析法が利用されている。この画像解析法に
おいては、Ｘ線ＣＴあるいはＭＲＩ等を用いることで取得した胴部の断層画像から内臓脂
肪断面積が幾何学的に算出される。しかしながら、このような測定方法を用いるためには
、Ｘ線ＣＴやＭＲＩ等、医療施設に設置される如くの大型の設備を使用することが必要で
あり、そのため当該測定方法を用いて日常的に内臓脂肪量を測定することは非常に困難で
ある。また、Ｘ線ＣＴを利用した場合には、被曝の問題もあり、好ましい測定方法とは必
ずしも言えない。
【０００４】
　これに代わる測定方法として、生体インピーダンス法を応用することが検討されている
。たとえば、特開２００２－３６９８０６号公報（特許文献１）には、ベルト部材の内周
面上に電極を設け、当該ベルト部材を被験者の胴部に巻き付けて固定することにより、電
極が胴部に対して接触配置されるように構成し、これら胴部に接触配置させた電極を用い
て生体インピーダンスを測定し、測定した生体インピーダンスに基づいて内臓脂肪量や皮
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下脂肪量といった体脂肪量が算出可能に構成された体脂肪測定装置が開示されている。
【０００５】
　一方、上述した生体インピーダンス法を応用して高精度に内臓脂肪量や皮下脂肪量を測
定可能にするためには、胴部周囲長や胴部横幅および胴部縦幅といった被験者の体格を実
測してこれを体脂肪量算出のための演算処理に使用することが要求される。当該観点から
、測定の際に被験者の胴部横幅や胴部縦幅を実測し、これを体脂肪量算出のための演算処
理に使用するように構成された体脂肪測定装置として、たとえば特開２００５－２８８０
２３号公報（特許文献２）や、特開２００８－２３２３２号公報（特許文献３）、特開２
００８－２３７５７１号公報（特許文献４）、特開２００９－２２４８２号公報（特許文
献５）等に開示のものがある。
【０００６】
　上記特許文献２には、被験者の腹部に装着する装着ユニットに被験者の胴部の両側部（
すなわち両脇腹）に接触させる一対のアーム部を移動可能に設け、当該アーム部を両脇腹
に接触させることで胴部横幅を実測するように構成された体脂肪測定装置が開示されてい
る。
【０００７】
　また、上記特許文献３には、被験者の腹部に装着する装着ユニットに被験者の背中に接
触させるアーム部を移動可能に設け、当該アーム部を背中に接触させることで胴部縦幅を
実測するように構成された体脂肪測定装置が開示されている。
【０００８】
　また、上記特許文献４には、被験者の胴部の両側部の外側に距離をもって配置される胴
部横幅計測用ユニットを、被験者の腹部に装着する装着ユニットとは別体にて構成し、当
該胴部横幅計測用ユニットに非接触式の測距センサを多数設けて胴部横幅を実測するよう
に構成された体脂肪測定装置が開示されている。
【０００９】
　さらには、上記特許文献５には、被験者の胴部に電極を接触配置するものではないもの
の、被験者が乗るための台ユニットに足用電極を設け、被験者が台ユニットに乗った状態
において被験者の胴部の両側部の外側に距離をもって配置される胴部横幅計測用ユニット
を、上記台ユニットから鉛直上方に向けて立設した支柱部を用いて支持させ、当該胴部横
幅計測用ユニットに非接触式の測距センサを多数設けて胴部横幅を実測するように構成さ
れた体脂肪測定装置が開示されている。
【００１０】
　一方で、具体的な装置構成についての言及はないものの、特開２００８－２２８８９０
号公報（特許文献６）には、被験者の腹部に電極を接触配置させることなく胴部の背部（
すなわち背中）に電極を接触配置させるとともに、手および足に電極を接触配置させて生
体インピーダンスを測定し、当該測定した生体インピーダンスに基づいて内臓脂肪量およ
び皮下脂肪量を算出することにより、高精度にこれら内臓脂肪量および皮下脂肪量が測定
できることが記載されている。これは、腹部側に蓄積する皮下脂肪の厚みが、背部側に蓄
積する皮下脂肪の厚みに比べて相対的に薄いため、腹部に電極を接触配置させた場合には
、印加した電流が除脂肪部分を流れるために誤差が生じ易くなってしまうことがその要因
の一つとして挙げられる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１１】
【特許文献１】特開２００２－３６９８０６号公報
【特許文献２】特開２００５－２８８０２３号公報
【特許文献３】特開２００８－２３２３２号公報
【特許文献４】特開２００８－２３７５７１号公報
【特許文献５】特開２００９－２２４８２号公報
【特許文献６】特開２００８－２２８８９０号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　ここで、生体インピーダンス法を応用して家庭等においても容易にかつ高精度に内臓脂
肪量および皮下脂肪量を算出することが可能に構成された体脂肪測定装置を実現するため
には、簡単な操作で簡便に測定が行なえるようにすることと、補助者等の協力を得なくと
も被験者自らが１人で測定が行なえるようにすること２点を充足させることが重要となる
。これらを考慮した場合には、測定時において被験者が仰臥姿勢や伏臥姿勢をとることは
現実的ではなく、起立姿勢かあるいは着座姿勢で測定が行なえるように装置を構成するこ
とが好ましい。したがって、上記特許文献１および５に開示の如くの測定姿勢を採用する
ことが、家庭用の体脂肪測定装置を実現する上で好適となる。
【００１３】
　しかしながら、上記特許文献１に開示の体脂肪測定装置は、被験者の胴部のみに電極が
接触配置されるものであり、この点において必ずしも高精度に内臓脂肪量等の体脂肪量が
測定できるものとは言い難い。上述したように、より高精度に内臓脂肪量等の体脂肪量を
算出するためには、上記特許文献６に開示の如く、腹部に電極を接触配置させるのではな
く背中に電極を接触配置させるとともに、手および足に電極を接触配置させることが必要
であるが、その意味において少なくとも被験者の下肢に電極を接触配置させることが必要
である。
【００１４】
　また、生体インピーダンス法を応用して家庭等においても容易にかつ高精度に内臓脂肪
量および皮下脂肪量を算出することを可能にする体脂肪測定装置の使い勝手を向上させる
ことを考慮した場合には、非使用時において小型に収納ができ、その保管に場所をとらな
いことも重要な条件となる。しかしながら、上記特許文献５に開示の体脂肪測定装置にお
いては、台ユニットと胴部横幅計測用ユニットとが支柱部を介して連結された構造である
ため、装置が非常に大型となり、その保管場所として大きなスペースが必要となる問題を
有している。
【００１５】
　そのため、生体インピーダンス法を応用して家庭等においても使い勝手がよく容易にか
つ高精度に内臓脂肪量および皮下脂肪量を測定することができる体脂肪測定装置を実現す
るためには、何らかの改善が必要である。
【００１６】
　したがって、本発明は、上述した問題点を解決すべくなされたものであり、家庭等にお
いても使い勝手がよく容易にかつ高精度に内臓脂肪量等の体脂肪量を測定することができ
る体脂肪測定装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１７】
　本発明に基づく体脂肪測定装置は、複数の電極と、生体インピーダンス測定部と、胴部
幅検出部と、体脂肪量算出部と、胴部幅計測ユニットと、台ユニットとを備えている。上
記複数の電極は、被験者の身体表面の所定部位に接触させるためのものであり、被験者の
下肢の表面に接触させるための下肢用電極を少なくとも含んでいる。上記生体インピーダ
ンス測定部は、上記複数の電極を用いて被験者の身体の生体インピーダンスを測定する部
位である。上記胴部幅検出部は、被験者の胴部横幅および胴部縦幅を計測するための部位
である。上記体脂肪量算出部は、上記生体インピーダンス測定部にて測定された生体イン
ピーダンスおよび上記胴部幅検出部にて検出された胴部横幅ならびに胴部縦幅に基づいて
体脂肪量を算出する部位である。上記胴部幅計測ユニットは、被験者の胴部を取り囲むよ
うに配置が可能な枠状のものであり、上記胴部幅検出部が設けられている。上記台ユニッ
トは、被験者が乗ることで上記下肢用電極を被験者の足の裏に接触させるためのものであ
る。上記胴部幅計測ユニットは、当該胴部幅計測ユニットが上記台ユニットに収納された
収納状態と上記台ユニットから取り外された非収納状態とを採り得るように、上記台ユニ
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ットに対して着脱自在とされている。
【００１８】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記胴部幅計測ユニットの被験者の胴
部が挿入される中空開口部内に、上記収納状態において上記台ユニットの少なくとも一部
が収容されるように構成されていることが好ましい。
【００１９】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記台ユニットの周面に、上記胴部幅
計測ユニットを支持するための支持部が突出して設けられていることが好ましい。
【００２０】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記台ユニットの上面の周縁に沿って
、上記収納状態において上記胴部幅計測ユニットの少なくとも一部が収容される段差部が
設けられていることが好ましい。
【００２１】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記台ユニットの上面の周縁を除く部
分に、上記収納状態において上記胴部幅計測ユニットの少なくとも一部が収容される凹部
が設けられていることが好ましい。
【００２２】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記台ユニットの内部に設けられた収
容室に、上記収納状態において上記胴部幅計測ユニットが収容されることが好ましい。
【００２３】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記台ユニットが、開閉可能な箱体に
て構成されていることが好ましい。
【００２４】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記台ユニットが、周面の一面が開口
した箱体にて構成されていることが好ましい。
【００２５】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記台ユニットが、出し入れ可能な引
き出しを具備した箱体にて構成されていることが好ましい。
【００２６】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記胴部幅検出部が、上記胴部幅計測
ユニットの右側部および左側部の少なくともいずれか一方に設けられた非接触式の測距セ
ンサと、上記胴部幅計測ユニットの前部に設けられた非接触式の測距センサとにて構成さ
れていることが好ましい。
【００２７】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記胴部幅計測ユニットの右側部およ
び左側部のうちの少なくとも一方が、上記装着状態において被験者の胴部横幅方向に沿っ
て移動可能に構成されるとともに、上記胴部幅計測ユニットの前部および後部のうちの少
なくとも一方が、上記装着状態において被験者の胴部縦幅方向に沿って移動可能に構成さ
れていてもよく、その場合には、上記胴部幅検出部が、上記胴部幅計測ユニットの移動可
能な部位の移動量を検出する移動量検出センサにて構成されていることが好ましい。
【００２８】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記胴部幅計測ユニットが、上記収納
状態においてその外形が最小とされた状態で上記台ユニットに収納されることが好ましい
。
【００２９】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記胴部幅計測ユニットが、複数の部
分に分解可能であることが好ましく、その場合に、上記胴部幅計測ユニットが、上記収納
状態において分解された状態で上記台ユニットに収納されることが好ましい。
【００３０】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記複数の電極が、被験者の胴部の背
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中側の部分である背部の表面に接触させるための背部用電極をさらに含んでいることが好
ましく、その場合には、上記背部用電極が、上記胴部幅計測ユニットに露出して設けられ
ていることが好ましい。また、その場合には、上記装着状態において上記背部用電極の背
部表面に対する接触面が前方を向くように、上記背部用電極が上記胴部幅計測ユニットの
後部に設けられていることが好ましい。
【００３１】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記複数の電極が、被験者の上肢の表
面に接触させるための上肢用電極をさらに含んでいることが好ましく、その場合には、上
記上肢用電極が、上記胴部幅計測ユニットの表面に露出して設けられていることが好まし
い。また、その場合には、上記上肢用電極が、上記胴部幅計測ユニットの後部を除く前部
、右側部および左側部の少なくともいずれかに設けられていることが好ましい。
【００３２】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記台ユニットが、被験者の体重を測
定する体重測定部を含んでいることが好ましい。
【００３３】
　上記本発明に基づく体脂肪測定装置にあっては、上記体脂肪量算出部が、被験者の内臓
脂肪量を算出する内臓脂肪量算出部および被験者の皮下脂肪量を算出する皮下脂肪量算出
部の少なくともいずれかを含んでいることが好ましい。
【発明の効果】
【００３４】
　本発明によれば、家庭等においても使い勝手がよく容易にかつ高精度に内臓脂肪量等の
体脂肪量を測定することができる体脂肪測定装置とすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３５】
【図１】本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置の測定原理を説明するための図で
ある。
【図２】本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置の機能ブロックの構成を示す図で
ある。
【図３】本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置の非収納状態を示す斜視図である
。
【図４】本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置の収納状態を示す斜視図である。
【図５】本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置の装着ユニットの上面図である。
【図６】本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置を用いて測定を行なう場合に被験
者がとるべき手順を説明するための図である。
【図７】本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置を用いて測定を行なう場合に被験
者がとるべき手順を説明するための図である。
【図８】本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置を用いて測定を行なう場合に被験
者がとるべき手順を説明するための図である。
【図９】本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置の装着ユニットの装着状態を示す
図である。
【図１０】本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置の装着ユニットの装着状態を示
す図である。
【図１１】本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置の制御部の処理を示すフロー図
である。
【図１２】本発明の実施の形態２における体脂肪測定装置の非収納状態を示す斜視図であ
る。
【図１３】本発明の実施の形態２における体脂肪測定装置の収納状態を示す斜視図である
。
【図１４】本発明の実施の形態３における体脂肪測定装置の非収納状態を示す斜視図であ
る。
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【図１５】本発明の実施の形態３における体脂肪測定装置の収納状態を示す斜視図である
。
【図１６】本発明の実施の形態４における体脂肪測定装置の収納構造を示す斜視図である
。
【図１７】本発明の実施の形態５における体脂肪測定装置の収納構造を示す斜視図である
。
【図１８】本発明の実施の形態６における体脂肪測定装置の収納構造を示す斜視図である
。
【図１９】本発明の実施の形態７における体脂肪測定装置の装着ユニットの上面図である
。
【図２０】本発明の実施の形態７における体脂肪測定装置の装着ユニットの装着状態を示
す図である。
【図２１】本発明の実施の形態７における体脂肪測定装置の収納構造を示す上面図である
。
【図２２】本発明の実施の形態８における体脂肪測定装置の収納構造を示す斜視図である
。
【発明を実施するための形態】
【００３６】
　以下、本発明の実施の形態について、図を参照して詳細に説明する。なお、以下に示す
各実施の形態においては、同一または対応する部分に図中同一の符号を付し、その説明は
個々には繰り返さない。
【００３７】
　まず、本発明の各実施の形態について説明するに先立ち、身体の部位を表わす用語の定
義を行なう。「胴部」は、身体の頭部、頸部および四肢を除く部位であり、いわゆる体幹
に相当する。「背部」は、上記胴部のうちの背中側に位置する部分を意味し、上記胴部の
うちの腹部側の部分および胸部側の部分を除く部分に相当する。「背部表面」は、上記背
部の体表面全体を意味しており、被験者を背中側から観察した場合に視認可能な部分の胴
部表面の全体を言う。また、「体軸」は、胴部の延在方向に沿って位置する軸、すなわち
被験者の胴部の横断面に対して略垂直な方向に延びる軸を言う。
【００３８】
　（実施の形態１）
　図１（Ａ）および図１（Ｂ）は、本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置の測定
原理を説明するための図である。ここで、図１（Ａ）は、胴部全体の生体インピーダンス
を得る場合の電極配置を示した図であり、図１（Ｂ）は、胴部のうちの背部側の表層部分
の生体インピーダンスを得る場合の電極配置を示した図である。まず、これら図１（Ａ）
および図１（Ｂ）を参照して、本実施の形態における体脂肪測定装置の測定原理について
説明する。なお、図１（Ａ）および図１（Ｂ）においては、被験者をいずれも背中側から
見た様子を示している。
【００３９】
　図１（Ａ）に示すように、胴部全体の生体インピーダンスを得るためには、被験者の左
手の表面および右手の表面にそれぞれ電極ＥＩａA1，ＥＩａA2が取付けられる。また、被
験者の左足の表面および右足の表面にもそれぞれ電極ＥＩｂA1，ＥＩｂA2が取付けられる
。そして、被験者の背部表面には、体軸方向に沿って並ぶように配置された一対の電極が
、胴部の横幅方向に沿って４組取付けられる。すなわち、被験者の背部表面には、図示す
るように、電極ＥＶａA1，ＥＶｂA1，ＥＶａA2，ＥＶｂA2，ＥＶａA3，ＥＶｂA3，ＥＶａ

A4，ＥＶｂA4の合計８個の電極が取付けられる。
【００４０】
　この状態において、両手および両足のそれぞれに取付けられた電極ＥＩａA1，ＥＩａA2

，ＥＩｂA1，ＥＩｂA2を用いて、胴部を通る定電流ＩAが被験者に印加される。そして、
この定電流ＩAが印加された状態において、背部表面に取付けられた一対の電極ＥＶａA1
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，ＥＶｂA1を用いて電位差ＶA1が検出され、背部表面に取付けられた一対の電極ＥＶａA2

，ＥＶｂA2を用いて電位差ＶA2が検出され、背部表面に取付けられた一対の電極ＥＶａA3

，ＥＶｂA3を用いて電位差ＶA3が検出され、背部表面に取付けられた一対の電極ＥＶａA4

，ＥＶｂA4を用いて電位差ＶA4が検出される。
【００４１】
　このようにして検出された電位差ＶA1，ＶA2，ＶA3，ＶA4から、胴部全体の生体インピ
ーダンスＺｔが算出される。なお、その際、検出された上記４つの電位差ＶA1，ＶA2，Ｖ

A3，ＶA4の平均値を算出することで生体インピーダンスＺｔを求めることとすれば、胴部
の内部における脂肪分布のばらつきの影響が低減できることになる。
【００４２】
　ここで、上記状態においては、胴部から離れた位置にある両手および両足間において定
電流ＩAが流されているため、印加された定電流ＩAは、その殆どが電気抵抗の低い部分、
すなわち脂肪以外の部分を通ることになる。そのため、このような定電流ＩAを用いて測
定された電位差ＶA1，ＶA2，ＶA3，ＶA4から算出される上記生体インピーダンスＺｔは、
胴部内部における除脂肪（内臓、筋肉および骨格）の量の影響を受けるところが大きくな
る。したがって、上記生体インピーダンスＺｔに基づいて臍位置に対応する部分の胴部断
面において除脂肪が占める面積（以下、除脂肪断面積と称する）Ｓａが推定できることに
なる。
【００４３】
　一方、図１（Ｂ）に示すように、胴部のうちの背部側の表層部分の生体インピーダンス
を得るためには、被験者の背部表面に、体軸方向に沿って並ぶように配置された一対の電
極が、胴部の横幅方向に沿って４組取付けられる。すなわち、被験者の背部表面には、図
示するように、電極ＥＩａB1，ＥＩｂB1，ＥＶａB1，ＥＶｂB1，ＥＶａB2，ＥＶｂB2，Ｅ
ＩａB2，ＥＩｂB2の合計８個の電極が取付けられる。
【００４４】
　この状態において、一対の電極ＥＩａB1，ＥＩｂB1を用いて、背部を局所的に通る定電
流ＩB1が被験者に印加され、一対の電極ＥＩａB2，ＥＩｂB2を用いて、背部を局所的に通
る定電流ＩB2が被験者に印加される。そして、この定電流ＩB1，ＩB2が印加された状態に
おいて、背部表面に取付けられた一対の電極ＥＶａB1，ＥＶｂB1を用いて電位差ＶB1が検
出され、背部表面に取付けられた一対の電極ＥＶａB2，ＥＶｂB2を用いて電位差ＶB2が検
出される。ここで、被験者に印加される２つの定電流ＩB1，ＩB2の電流値は、同じ値とさ
れる。
【００４５】
　このようにして検出された電位差ＶB1，ＶB2から、胴部のうちの背部側の表層部分の生
体インピーダンスＺｓが算出される。なお、その際、検出された上記２つの電位差ＶB1，
ＶB2の平均値を算出することで生体インピーダンスＺｓを求めることとすれば、胴部の背
部の表層部分における脂肪分布のばらつき等の影響が低減できることになる。なお、電流
が印加されていた電極を電位差を検出するための電極とし、かつ電位差を検出していた電
極を電流を印加するための電極とするように回路を切り替えることにより、４箇所で電位
差を測定することも可能になる。このようにすることにより、皮下脂肪のばらつき等の影
響をより一層低減させることができる。
【００４６】
　ここで、上記状態においては、胴部の背部において局所的に定電流ＩB1，ＩB2が印加さ
れているため、印加された定電流ＩB1，ＩB2は、いずれもその殆どが背部の表層部分を通
ることになる。そのため、このような定電流ＩB1，ＩB2を用いて測定された電位差ＶB1，
ＶB2から算出される上記生体インピーダンスＺｓは、皮下脂肪量の影響を受けるところが
大きくなる。したがって、上記生体インピーダンスＺｓに基づいて胴部の臍位置を含む断
面における皮下脂肪断面積（以下、皮下脂肪断面積と称する）Ｓｂが推定できることにな
る。
【００４７】
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　次に、このようにして得られた上記生体インピーダンスＺｔおよびＺｓを用いて内臓脂
肪量を算出する演算処理の一例について説明する。
【００４８】
　臍位置に対応する部分の胴部断面の全体の面積（以下、胴部断面積と称する）をＳｔと
すれば、内臓脂肪断面積Ｓｘは、胴部断面積Ｓｔと、上述した除脂肪断面積Ｓａおよび皮
下脂肪断面積Ｓｂとを用いて、以下の式（１）より算出することができる。
【００４９】
　Ｓｘ＝Ｓｔ－Ｓａ－Ｓｂ　　　・・・式（１）
【００５０】
　ここで、胴部断面積Ｓｔは、胴部周囲長（いわゆるウエスト長）や、胴部の横幅および
縦幅を用いて算出することが可能である。たとえば、胴部の横幅および縦幅から胴部断面
積Ｓｔを算出する場合には、胴部の横幅を２ａ、胴部の縦幅を２ｂとすれば、胴部の断面
形状はおおよそ楕円形であるため、胴部断面積Ｓｔは、以下の式（２）で近似できる。
【００５１】
　Ｓｔ＝π×ａ×ｂ　　　・・・式（２）
【００５２】
　ただし、上記式（２）で近似される胴部断面積Ｓｔは、誤差が多く含まれている可能性
が高いため、誤差を低減するための係数αをこれに乗ずることによって、より正確な胴部
断面積Ｓｔを求めることが好ましい。この係数αとしては、たとえば多数のＸ線ＣＴによ
る画像サンプルに基づいて、当該画像サンプルから得られる胴部断面積Ｓｔ′と、上記ａ
およびｂとの関係から、Ｓｔ′＝α×π×ａ×ｂを充足するαの最適値を求めることで得
られる。
【００５３】
　したがって、上記式（２）は、係数αを用いることで、以下の式（３）によってより誤
差を低減した状態で近似できることになる。
【００５４】
　Ｓｔ＝α×π×ａ×ｂ　　　・・・式（３）
【００５５】
　なお、上記補正のために乗ずる係数αに関しては、被験者の性別、年齢、身長、体重等
の情報（以下、これらを総称して被験者情報と称する）に応じて適宜最適化することが好
ましい。すなわち、当該被験者情報に応じて上記係数αの値を変更することにより、より
高精度に胴部断面積Ｓｔが近似できることになる。
【００５６】
　また、上記のとおり、除脂肪断面積Ｓａは、胴部全体の生体インピーダンスＺｔに基づ
いて算出することができる。ただし、この胴部全体の生体インピーダンスＺｔのみでは、
除脂肪断面積Ｓａを正確に算出することはできない。すなわち、除脂肪断面積Ｓａは、胴
部の大きさに比例する傾向があり、除脂肪断面積Ｓａを算出するためには、生体インピー
ダンスＺｔから得られる値をさらに換算することが必要である。したがって、除脂肪断面
積Ｓａは、たとえば以下の式（４）で表わされることになる。
【００５７】
　Ｓａ＝β×ａ×（１／Ｚｔ）　　　・・・式（４）
【００５８】
　ここで、上記ａは、上述のとおり胴部の横幅の半分の値であり、胴部の大きさに関係す
る値である。この胴部の大きさに関係する値としては、上記ａに限られず、たとえば胴部
の横幅および縦幅が反映されるようにａ×ｂを使用してもよいし、胴部断面積Ｓｔを使用
してもよいし、胴部周囲長を使用してもよい。
【００５９】
　一方、上記βは、胴部全体の生体インピーダンスＺｔを除脂肪断面積Ｓａに換算するた
めの係数であり、上記係数αを求めた場合と同様に、たとえば多数のＸ線ＣＴによる画像
サンプルに基づいて最適値を求めることができる。すなわち、多数のＸ線ＣＴによる画像
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サンプルから得られる除脂肪断面積Ｓａ′と、当該Ｘ線ＣＴの撮影対象となった被験者の
胴部全体の生体インピーダンスＺｔと、上記ａとの関係から、Ｓａ′＝β×ａ×（１／Ｚ
ｔ）を充足するβの最適値を求めることで得られる。
【００６０】
　なお、上述した係数βは、上記係数αの場合と同様に、被験者情報に応じて適宜最適化
されることが好ましい。すなわち、当該被験者情報に応じて上記係数βの値を変更するこ
とにより、より高精度に除脂肪断面積Ｓａを近似できることになる。
【００６１】
　さらに、上記のとおり、皮下脂肪断面積Ｓｂは、胴部のうちの背部側の表層部分の生体
インピーダンスＺｓに基づいて算出することができる。ただし、この胴部のうちの背部側
の表層部分の生体インピーダンスＺｓのみでは、皮下脂肪断面積Ｓｂを正確に算出するこ
とはできない。すなわち、皮下脂肪断面積Ｓｂは、胴部の大きさに比例する傾向があり、
皮下脂肪断面積Ｓｂを算出するためには、生体インピーダンスＺｓから得られる値をさら
に換算することが必要である。したがって、皮下脂肪断面積Ｓｂは、たとえば以下の式（
５）で表わされることになる。
【００６２】
　Ｓｂ＝γ×ａ×Ｚｓ　　　・・・式（５）
【００６３】
　ここで、上記ａは、上述のとおり胴部の横幅の半分の値であり、胴部の大きさに関係す
る値である。この胴部の大きさに関係する値としては、上記ａに限られず、たとえば胴部
の横幅および縦幅が反映されるようにａ×ｂを使用してもよいし、胴部断面積Ｓｔを使用
してもよいし、胴部周囲長を使用してもよい。
【００６４】
　一方、上記γは、胴部のうちの背部側の表層部分の生体インピーダンスＺｓを皮下脂肪
断面積Ｓｂに換算するための係数であり、上記係数αまたは係数βを求めた場合と同様に
、たとえば多数のＸ線ＣＴによる画像サンプルに基づいて最適値を求めることができる。
すなわち、多数のＸ線ＣＴによる画像サンプルから得られる皮下脂肪断面積Ｓｂ′と、当
該Ｘ線ＣＴの撮影対象となった被験者の胴部のうちの背部側の表層部分の生体インピーダ
ンスＺｓと、上記ａとの関係から、Ｓｂ′＝γ×ａ×Ｚｓを充足するγの最適値を求める
ことで得られる。
【００６５】
　なお、上述した係数γは、上記係数αおよび係数βの場合と同様に、被験者情報に応じ
て適宜最適化されることが好ましい。すなわち、当該被験者情報に応じて上記係数γの値
を変更することにより、より高精度に皮下脂肪断面積Ｓｂを近似できることになる。
【００６６】
　以上のように、本実施の形態における体脂肪測定装置においては、胴部断面積Ｓｔと、
胴部全体の生体インピーダンスＺｔに基づいて算出される除脂肪断面積Ｓａと、胴部のう
ちの背部側の表層部分の生体インピーダンスＺｓに基づいて算出される皮下脂肪断面積Ｓ
ｂとから、上記式（１）に基づいて内臓脂肪断面積Ｓｘが算出され、より詳細には、上記
式（１）に上記式（３）ないし式（５）を代入した以下の式（６）に基づいて内臓脂肪断
面積Ｓｘが算出されることになる。
【００６７】
　Ｓｘ＝α×π×ａ×ｂ－β×ａ×（１／Ｚｔ）－γ×ａ×Ｚｓ　　　・・・式（６）
【００６８】
　図２は、本実施の形態における体脂肪測定装置の機能ブロックの構成を示す図である。
次に、この図２を参照して、本実施の形態における体脂肪測定装置の機能ブロックの構成
について説明する。
【００６９】
　図２に示すように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ａは、制御部１０と、定電
流生成部２１と、端子切替部２２と、電位差検出部２３と、胴部横幅検出部２４Ａと、胴
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部縦幅検出部２４Ｂと、被験者情報入力部２５と、表示部２６と、操作部２７と、電源部
２８と、メモリ部２９と、被験者の身体に装着される複数の電極ＨＲ，ＨＬ，ＢＵ１～Ｂ
Ｕ４，ＢＬ１～ＢＬ４，ＦＲ，ＦＬとを主として備えている。制御部１０は、演算処理部
１１を含んでおり、当該演算処理部１１は、生体インピーダンス測定部１２と、体形情報
測定部１３と、体組成情報取得部１４とを含んでいる。
【００７０】
　制御部１０は、たとえばＣＰＵ（Central Processor Unit）によって構成され、体脂肪
測定装置１Ａの全体を制御するための部位である。具体的には、制御部１０は、上述した
各機能ブロックに対して指令を出力したり、上述した各機能ブロックから各種情報の入力
を受け付けたり、受け付けた各種情報に基づいて各種演算処理を行なったりする。このう
ちの各種演算処理については、上述した制御部１０に設けられた演算処理部１１によって
行なわれる。
【００７１】
　上述した複数の電極は、被験者の上肢の表面に接触配置される上肢用電極としての手用
電極ＨＲ，ＨＬと、被験者の背部表面に接触配置される背部用電極ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ
１～ＢＬ４と、被験者の下肢の表面に接触配置される下肢用電極としての足用電極ＦＲ，
ＦＬとを含んでいる。このうち、手用電極ＨＲ，ＨＬは、被験者の掌に接触配置され、足
用電極ＦＲ，ＦＬは、被験者の足の裏に接触配置される。また、背部用電極ＢＵ１～ＢＵ
４，ＢＬ１～ＢＬ４は、図１（Ａ）および図１（Ｂ）に示したように、被験者の背部表面
に整列した状態で接触配置される。なお、これら手用電極ＨＲ，ＨＬ、背部用電極ＢＵ１
～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４、および足用電極ＦＲ，ＦＬは、いずれも上述した端子切替部
２２に電気的に接続されている。
【００７２】
　端子切替部２２は、たとえばリレー回路によって構成され、制御部１０から入力される
指令に基づき、上述した複数の電極のうちから選択された特定の電極と定電流生成部２１
とを電気的に接続するとともに、上述した複数の電極のうちから選択された特定の電極と
電位差検出部２３とを電気的に接続する。これにより、端子切替部２２によって定電流生
成部２１に電気的に接続された電極が定電流印加電極として機能することになり、また端
子切替部２２によって電位差検出部２３に電気的に接続された電極が電位差検出電極して
機能することになる。すなわち、端子切替部２２が制御部１０から入力される指令に基づ
いて動作することにより、上述した複数の電極ＨＲ，ＨＬ，ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ１～Ｂ
Ｌ４，ＦＲ，ＦＬのそれぞれが、図１（Ａ）に示した各電極ＥＩａA1，ＥＩａA2，ＥＩｂ

A1，ＥＩｂA2，ＥＶａA1，ＥＶｂA1，ＥＶａA2，ＥＶｂA2，ＥＶａA3，ＥＶｂA3，ＥＶａ

A4，ＥＶｂA4、および図１（Ｂ）に示した電極ＥＩａB1，ＥＩｂB1，ＥＶａB1，ＥＶｂB1

，ＥＶａB2，ＥＶｂB2，ＥＩａB2，ＥＩｂB2としてそれぞれ機能することになる。
【００７３】
　定電流生成部２１は、制御部１０から入力される指令に基づいて定電流を生成し、生成
した定電流を端子切替部２２を介して上述の定電流印加電極に供給する。定電流生成部２
１において生成される定電流としては、体組成情報を測定するために好適に使用される高
周波電流（たとえば、５０ｋＨｚ，５００μＡ）が選択される。これにより、定電流印加
電極を介して定電流が被験者に印加されることになる。
【００７４】
　電位差検出部２３は、端子切替部２２によって電位差検出部２３に電気的に接続された
電極（すなわち電位差検出電極）間における電位差を検出し、検出した電位差を制御部１
０に対して出力する。これにより、上述した定電流が被験者に印加された状態における電
位差検出電極間の電位差が検出されることになる。
【００７５】
　胴部横幅検出部２４Ａは、被験者の胴部の横幅を非接触で測定するための検出部位であ
り、たとえば光センサ等の測距センサにて構成される。また、胴部縦幅検出部２４Ｂは、
被験者の胴部の縦幅を非接触で測定するための検出部位であり、たとえば光センサ等の測
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距センサにて構成される。これら胴部横幅検出部２４Ａおよび胴部縦幅検出部２４Ｂは、
検出値に応じた信号を体形情報測定部１３に対して出力する。なお、胴部横幅検出部２４
Ａおよび胴部縦幅検出部２４Ｂとしては、上述した光センサの他にも、超音波や電磁波（
レーザ光、可視光等を含む各種波長帯の光、電波、磁気、電界等）を利用する各種の非接
触式測距センサを利用することもできるし、接触式の測距センサを利用することもできる
。
【００７６】
　被験者情報入力部２５は、演算処理部１１で行なわれる演算処理に利用される被験者に
関する情報を得るための部位であり、たとえば被験者が押下可能なキー等によって構成さ
れる。ここで、被験者情報には、上述したように被験者の性別、年齢、身長、体重等の情
報のうちの少なくとも１つが含まれる。被験者情報入力部２５は、被験者情報の入力を受
け付け、受け付けた被験者情報を制御部１０に対して出力する。なお、被験者情報入力部
２５は、本発明に照らした場合には必ずしも必須の構成ではなく、演算処理部１１で行な
う演算処理において当該被験者情報を利用することが必要であるか否かに応じてその有無
が決定されるものである。また、上述した胴部横幅検出部２４Ａおよび胴部縦幅検出部２
４Ｂを設けて胴部の横幅および縦幅を実測することとせず、代わりに当該被験者情報入力
部２５を介して胴部周囲長等が入力されてこれを利用して演算処理部で演算が行なわれる
ように構成することも可能である。
【００７７】
　演算処理部１１は、上述したように生体インピーダンス測定部１２と、体形情報測定部
１３と、体組成情報取得部１４とを含んでいる。また、体組成情報取得部１４は、内臓脂
肪量算出部１４ａと、皮下脂肪量算出部１４ｂとを含んでいる。生体インピーダンス測定
部１２は、電位差検出部２３から入力された信号に基づいて生体インピーダンスを算出し
、これを体組成情報取得部１４に出力する。体形情報測定部１３は、胴部横幅検出部２４
Ａおよび胴部縦幅検出部２４Ｂから入力された信号に基づいて被験者の胴部の横幅および
縦幅を算出し、これを体組成情報取得部１４に出力する。体組成情報取得部１４は、生体
インピーダンス測定部１２から入力された生体インピーダンスと、体形情報測定部１３か
ら入力された胴部の横幅および縦幅と、場合によってはさらにこれに加えて被験者情報入
力部２５から入力された被験者情報とに基づいて体組成情報を算出して取得する。より詳
細には、内臓脂肪量算出部１４ａにおいて内臓脂肪量が算出され、皮下脂肪量算出部１４
ｂにおいて皮下脂肪量が算出される。
【００７８】
　表示部２６は、たとえばＬＣＤ（Liquid Crystal Display）等によって構成され、上述
の体組成情報取得部１４において算出された体組成情報を表示する。より具体的には、内
臓脂肪量算出部１４ａにおいて算出された内臓脂肪量および皮下脂肪量算出部１４ｂにお
いて算出された皮下脂肪量が、制御部１０から出力される信号に基づいて当該表示部２６
にて表示される。ここで、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ａにおいては、内臓脂
肪量がたとえば内臓脂肪断面積で表示され、皮下脂肪量がたとえば皮下脂肪断面積で表示
される。
【００７９】
　操作部２７は、体脂肪測定装置１Ａに対して被験者が命令を入力するための部位であり
、たとえば被験者が押下可能なボタン等によって構成される。なお、操作部２７には、た
とえば電源ボタンや測定ボタン等の各種操作ボタンを含んでいる。
【００８０】
　電源部２８は、制御部１０に電力を供給するための部位であり、バッテリ等の内部電源
や商用電源等の外部電源等が利用される。
【００８１】
　メモリ部２９は、たとえばＲＡＭ（Random Access Memory）やＲＯＭ（Read Only Memo
ry）等によって構成され、体脂肪測定装置１Ａに関する各種のデータやプログラム等を記
憶するための部位である。メモリ部２９は、たとえば上述した被験者情報や算出された体
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組成情報、後述する体組成情報の測定処理を実行するための体組成情報測定プログラム等
を記憶している。
【００８２】
　図３は、本実施の形態における体脂肪測定装置の非収納状態を示す斜視図であり、図４
は、収納状態を示す斜視図である。また、図５は、図３および図４に示す装着ユニットの
上面図である。次に、これら図３ないし図５を参照して、本実施の形態における体脂肪測
定装置の具体的な構造について説明する。
【００８３】
　図３および図４に示すように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ａは、胴部幅計
測ユニットとしての装着ユニット１００Ａと、台ユニット２００Ａとを備えている。装着
ユニット１００Ａは、後述する装着状態において被験者の胴部を取り囲むように配置する
ことが可能な枠状の形状を有している。一方、台ユニット２００Ａは、被験者が乗ること
が可能な台状の形状を有している。なお、装着ユニット１００Ａと台ユニット２００Ａと
は、これらの内部に設けられる電気回路を電気的に接続するための接続ケーブル４０によ
って接続されている。
【００８４】
　図３ないし図５に示すように、装着ユニット１００Ａは、棒状の後部枠状部１１１、棒
状の右側部枠状部１１２、棒状の左側部枠状部１１３および棒状の前部枠状部１１４を含
む枠体１１０と、枠体１１０の後部枠状部１１１に取付けられた電極支持体１２０と、枠
体１１０の前部枠状部１１４に取付けられた表示用ユニット部１３０とを含んでいる。
【００８５】
　枠体１１０は、上面視略矩形の額縁状の外形を有しており、被験者が内部に入ること（
すなわち胴部を挿入すること）を可能にする中空開口部を有している。当該中空開口部は
、上述した後部枠状部１１１、右側部枠状部１１２、左側部枠状部１１３および前部枠状
部１１４によって規定されている。なお、左側部枠状部１１３と前部枠状部１１４とは不
連続となっており、当該不連続部分に隣接する前部枠状部１１４の端部に上述した表示用
ユニット部１３０が取付けられている。
【００８６】
　枠体１１０の後部枠状部１１１の略中央部には、内側に向けて突出するように電極支持
体１２０が配置されている。電極支持体１２０は、その両端部が前方に位置するとともに
その中央部が後方に位置するように曲成された湾曲板にて構成されている。電極支持体１
２０の前面１２１には、上述した背部用電極ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４が露出する
ように設けられており、好ましくは、当該背部用電極ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４は
、電極支持体１２０の前面１２１から僅かに突出している。ここで、上記電極支持体１２
０は、後述する装着状態において背部用電極ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４の被験者の
背部表面に対する接触面が前方を向くように、後部枠状部１１１の前面に位置決めして取
付けられている。
【００８７】
　また、図５に示すように、電極支持体１２０は、枠体１１０の後部枠状部１１１にたと
えばボールジョイント等を含む接続部１１５を介して取付けられている。これにより、電
極支持体１２０は、後部枠状部１１１によって揺動可能に支持されている。なお、その揺
動方向としては、電極支持体１２０が水平面内において左右に揺動する方向にのみ揺動可
能となるように制限されていることが好ましい。このように構成すれば、後述する装着状
態において、電極支持体１２０の前面１２１に設けられた背部用電極ＢＵ１～ＢＵ４，Ｂ
Ｌ１～ＢＬ４を確実にかつ適正な押し付け力にて被験者の背部に接触させることができる
。
【００８８】
　また、接続部１１５にバネ等の弾性体を具備させることにより、電極支持体１２０が後
部枠状部１１１によって弾性支持されるように構成してもよい。このように構成すれば、
後述する装着状態において、電極支持体１２０の前面１２１に設けられた背部用電極ＢＵ
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１～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４をより確実にかつより適正な押し付け力にて被験者の背部に
接触させることができる。
【００８９】
　図３ないし図５に示すように、枠体１１０の右側部枠状部１１２の略中央部には、上述
した手用電極ＨＲが設けられている。手用電極ＨＲは、枠体１１０の右側部枠状部１１２
の表面に露出して位置している。また、手用電極ＨＲが設けられた部分の枠体１１０の右
側部枠状部１１２は、棒状に形成されることで右手での把持が可能な形状とされている。
ここで、手用電極ＨＲの被験者の右手の掌との接触面は、主として枠体１１０の外側を向
くように配置されていることが好ましい。
【００９０】
　また、枠体１１０の右側部枠状部１１２の略中央部の内部には、上述した胴部横幅検出
部２４Ａとしての光センサが埋設されるとともに、当該光センサが埋設された部分の右側
部枠状部１１２の内側部分には、検出用窓部２４Ａ１が設けられている。この検出用窓部
２４Ａ１は、光センサから出射される光を透過する部材にて構成される。
【００９１】
　さらに、枠体１１０の右側部枠状部１１２の所定位置には、測定ボタン２７ａが設けら
れている。当該測定ボタン２７ａは、好ましくは手用電極ＨＲに隣接する位置に設けられ
る。これにより、測定の際に被験者が右手を移動させる必要がなくなるため、操作性に優
れたものとすることができる。
【００９２】
　枠体１１０の左側部枠状部１１３の略中央部には、上述した手用電極ＨＬが設けられて
いる。手用電極ＨＬは、枠体１１０の左側部枠状部１１３の表面に露出して位置している
。また、手用電極ＨＬが設けられた部分の枠体１１０の左側部枠状部１１３は、棒状に形
成されることで左手での把持が可能な形状とされている。ここで、手用電極ＨＬの被験者
の左手の掌との接触面は、主として枠体１１０の外側を向くように配置されていることが
好ましい。
【００９３】
　また、図５に示すように、枠体１１０の左側部枠状部１１３の略中央部の内部には、上
述した胴部横幅検出部２４Ａとしての光センサが埋設されるとともに、当該光センサが埋
設された部分の左側部枠状部１１３の内側部分には、検出用窓部２４Ａ２が設けられてい
る。この検出用窓部２４Ａ２は、光センサから出射される光を透過する部材にて構成され
る。
【００９４】
　図３ないし図５に示すように、枠体１１０の前部枠状部１１４には、上述したように表
示用ユニット部１３０が取付けられている。当該表示用ユニット部１３０の上面には、表
示部２６が設けられており、さらに当該表示部２６に隣接する部分の表示用ユニット部１
３０の上面には、被験者情報入力部２５と、測定ボタン２７ａを除く他の操作部２７とが
設けられている。なお、表示用ユニット部１３０は、装着状態において被験者の正面に配
置されることが好ましく、そのため当該表示用ユニット部１３０は、上述した電極支持体
１２０の前方（すなわち枠体１１０の左右方向における略中央部）に配置されている。
【００９５】
　また、図５に示すように、表示用ユニット部１３０の内部には、上述した胴部縦幅検出
部２４Ｂとしての光センサが埋設されるとともに、当該光センサが埋設された部分の表示
用ユニット部１３０の後面側部分には、検出用窓部２４Ｂ１が設けられている。この検出
用窓部２４Ｂ１は、光センサから出射される光を透過する部材にて構成される。
【００９６】
　一方、図３および図４に示すように、台ユニット２００Ａは、箱状の台部２１０と、こ
の台部２１０の前面、後面、右側面および左側面（すなわち台部２１０の周面）の所定位
置からそれぞれ台部２１０の外側に向かって突出して位置する支持部２２０とを備えてい
る。
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【００９７】
　台部２１０は、被験者が乗るための上面２１１を有しており、当該上面２１１の所定位
置に、上述した足用電極ＦＲ，ＦＬがそれぞれ設けられている。足用電極ＦＲ，ＦＬは、
台部２１０の上面に露出して位置している。ここで、当該足用電極ＦＲ，ＦＬの被験者の
右足の足の裏および左足の足の裏に接触する接触面は、いずれも上方を向くように構成さ
れている。
【００９８】
　支持部２２０は、図４に示すように、収納状態において装着ユニット１００Ａを支持し
て収納するための部位であり、枠体１１０の後部枠状部１１１、右側部枠状部１１２、左
側部枠状部１１３および前部枠状部１１４をそれぞれ受け入れて支持することが可能な形
状を有している。図示するように、装着ユニット１００Ａが台ユニット２００Ａに収納さ
れた収納状態においては、台ユニット２００Ａの台部２１０を取り囲むように装着ユニッ
ト１００Ａの枠体１１０が配置されることになり、枠体１１０によって規定される中空開
口部内に、台部２１０の一部が収容されることになる。
【００９９】
　なお、当該収納状態においては、装着ユニット１００Ａと台ユニット２００Ａとを接続
する接続ケーブル４０が台ユニット２００Ａ内に収容されるように構成されていることが
好ましい。このように構成するためには、台ユニット２００Ａの内部に接続ケーブル４０
を巻き取ることが可能なリール体を設けることとすればよい。
【０１００】
　上述した図２に示した制御部１０、定電流生成部２１、端子切替部２２、電位差検出部
２３、メモリ部２９等は、装着ユニット１００Ａの内部に設けられていてもよいし、台ユ
ニット２００Ａの内部に設けられていてもよい。また、本実施の形態における体脂肪測定
装置１Ａにあっては、被験者情報入力部２５、表示部２６および操作部２７が装着ユニッ
ト１００Ａに設けられているが、これらを台ユニット２００Ａに設けることとしてもよい
。
【０１０１】
　図６ないし図８は、本実施の形態における体脂肪測定装置を用いて測定を行なう場合に
被験者がとるべき手順を説明するための図である。また、図９および図１０は、本実施の
形態における体脂肪測定装置の装着ユニットの装着状態を示す図である。次に、これら図
６ないし図１０を参照して、本実施の形態における体脂肪測定装置を用いて測定を行なう
場合に被験者がとるべき手順および装着ユニットの装着状態について説明する。
【０１０２】
　図６に示すように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ａを用いて体脂肪量の測定
を行なう場合には、まずは、被験者３００は、収納状態にある体脂肪測定装置１Ａの台ユ
ニット２００Ａ上に乗る。このとき、被験者３００は、右足３０１の足の裏が台ユニット
２００Ａに設けられた足用電極ＦＲに接触し、かつ左足３０２の足の裏が台ユニット２０
０Ａに設けられた足用電極ＦＬに接触するようにする。
【０１０３】
　次に、図７に示すように、被験者３００は、上体を屈めてしゃがんだ姿勢をとり、右手
３０３にて装着ユニット１００Ａの右側部枠状部１１２を把持するとともに、左手３０４
にて装着ユニット１００Ａの左側部枠状部１１３を把持する。このとき、被験者３００は
、右手３０３の掌が装着ユニット１００Ａに設けられた手用電極ＨＲに接触し、かつ左手
３０４の掌が装着ユニット１００Ａに設けられた手用電極ＨＬに接触するようにする。
【０１０４】
　次に、図８に示すように、被験者３００は、装着ユニット１００Ａを把持した状態を維
持しつつ上体を起こし、起立姿勢をとる。このとき、被験者３００は、踏み位置を変えず
に、右足３０１の足の裏と足用電極ＦＲとが接触し、かつ左足３０２の足の裏と足用電極
ＦＬとが接触した状態を維持する。ここで、被験者３００が上体を起こすことにより、装
着ユニット１００Ａは持ち上げられ、被験者３００の胴部３０５は、装着ユニット１００
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Ａの中空開口部に位置し、枠体１１０によって囲まれた状態となる。なお、接続ケーブル
４０は、装着ユニット１００Ａが持ち上げられることにより、台ユニット２００Ａから引
き出されることになる。
【０１０５】
　次に、被験者３００は、装着ユニット１００Ａに設けられた電極支持体１２０の前面１
２１が背部表面（より具体的には、背中側の腰の表面）に押し当てられることとなるよう
に、装着ユニット１００Ａを把持した状態のまま装着ユニット１００Ａを図中矢印Ｃ方向
に移動させることでその位置を調節する。なお、このとき、被験者３００は、装着ユニッ
ト１００Ａの枠体１１０が水平に配置されるように注意する。
【０１０６】
　以上により、図９および図１０に示す如くの装着ユニット１００Ａの装着状態が実現さ
れ、体脂肪量の測定が開始可能となる。ここで、体脂肪量の測定を開始するためには、被
験者３００は、右手３０３の親指で測定ボタン２７ａを押下すればよい。なお、上記にお
いては説明を省略したが、被験者３００は、適宜のタイミングで電源ボタンを投入するこ
とが要求される。当該電源ボタンの投入のタイミングは特に限定されるものではないが、
被験者３００がしゃがんだ姿勢をとって装着ユニット１００Ａを把持する前のタイミング
において電源ボタンが投入されることが好ましい。
【０１０７】
　図９および図１０に示すように、被験者３００が装着ユニット１００Ａを装着した装着
状態においては、被験者３００の臍位置を含む胴部３０５の周りに胴部横幅検出部２４Ａ
としての光センサと胴部縦幅検出部２４Ｂとしての光センサとが位置することになる。し
たがって、胴部横幅検出部２４Ａとしての一対の光センサから出射された光は、検出用窓
部２４Ａ１，２４Ａ２を介してそれぞれ被験者３００の胴部３０５の右側面（すなわち右
脇腹部表面）および胴部３０５の左側面（すなわち左脇腹部表面）に照射可能となり、胴
部縦幅検出部２４Ｂとしての光センサから出射された光は、検出用窓部２４Ｂ１を介して
被験者３００の胴部３０５の前面（すなわち腹部の臍位置近傍）に照射可能となる。
【０１０８】
　ここで、図１０に示すように、胴部横幅検出部２４Ａとしての一対の光センサにて検出
された距離Ａ１（すなわち、右側部枠状部１１２と被験者３００の胴部３０５の右側面と
の間の距離）および距離Ａ２（すなわち、左側部枠状部１１３と被験者３００の胴部３０
５の左側面との間の距離）と、予め定められている距離Ａ（すなわち、右側部枠状部１１
２と左側部枠状部１１３との間の距離）とを用いれば、被験者３００の胴部３０５の横幅
２ａの算出が可能となる。また、同様に、胴部縦幅検出部２４Ｂとしての光センサにて検
出された距離Ｂ１（すなわち、表示用ユニット部１３０の後面と被験者３００の胴部３０
５の前面との間の距離）と、予め定められている距離Ｂ（すなわち、表示用ユニット部１
３０の後面と電極支持体１２０の前面１２１の水平方向の中央位置との間の距離）とを用
いれば、被験者３００の胴部３０５の縦幅２ｂの算出が可能となる。
【０１０９】
　図１１は、本実施の形態における体脂肪測定装置の制御部の処理を示すフロー図である
。次に、この図１１を参照して、本実施の形態における体脂肪測定装置の制御部において
実行される一連の処理について説明する。なお、図１１のフローチャートに示す処理は、
予めプログラムとしてメモリ部２９に格納されており、演算処理部１１を含む制御部１０
がこのプログラムを読み出して実行することにより、内臓脂肪断面積の測定処理、皮下脂
肪断面積の測定処理が制御部１０によって実現される。
【０１１０】
　図１１に示すように、制御部１０は、まず被験者情報の入力を受け付ける（ステップＳ
１）。ここで受け付けた被験者情報は、たとえばメモリ部２９に一時的に保存される。
【０１１１】
　次に、制御部１０は、測定開始の指示があったか否かを判断する（ステップＳ２）。制
御部１０は、測定開始の指示があるまで待機し（ステップＳ２においてＮＯ）、測定開始
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の指示を検知した場合に（ステップＳ２においてＹＥＳ）、次の処理に移行する。なお、
測定開始の指示は、被験者による測定ボタン２７ａの押下による。
【０１１２】
　次に、制御部１０は、胴部の横幅および縦幅を計測する（ステップＳ３）。具体的には
、制御部１０は、胴部横幅検出部２４Ａおよび胴部縦幅検出部２４Ｂから入力された信号
に基づいて体形情報測定部１３において被験者の胴部の横幅２ａおよび縦幅２ｂを取得す
る。取得した被験者の胴部の横幅２ａおよび縦幅２ｂは、一時的にメモリ部２９に保存さ
れる。
【０１１３】
　次に、制御部１０は、電極の設定を行なう（ステップＳ４）。具体的には、制御部１０
は、端子切替部２２に対して電極の切替えを行なうように指令を出力し、これに基づいて
端子切替部２２は、複数の電極ＨＲ，ＨＬ，ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４，ＦＲ，Ｆ
Ｌのそれぞれを、図１（Ａ）に示した各電極の如くに設定する。
【０１１４】
　次に、制御部１０は、定電流印加電極間に定電流を印加する（ステップＳ５）。具体的
には、制御部１０は、定電流生成部２１に対して定電流を生成するように指令を出力し、
これに基づいて定電流生成部２１は、図１（Ａ）に示した定電流印加電極間に生成した定
電流ＩAを印加する。
【０１１５】
　次に、制御部１０は、電位差検出電極間の電位差を検出する（ステップＳ６）。具体的
には、制御部１０は、電位差検出部２３に対して電位差を検出するように指令を出力し、
これに基づいて電位差検出部２３は、図１（Ａ）に示した電位差検出電極間の電位差ＶA1

，ＶA2，ＶA3，ＶA4を検出し、これを生体インピーダンス測定部１２に対して出力する。
【０１１６】
　次に、制御部１０は、生体インピーダンスＺｔを算出する（ステップＳ７）。具体的に
は、制御部１０は、電位差検出部２３から入力された信号に基づいて生体インピーダンス
測定部１２において生体インピーダンスＺｔを算出する。算出された生体インピーダンス
Ｚｔは、メモリ部２９に一時的に保存される。
【０１１７】
　次に、制御部１０は、改めて電極の設定を行なう（ステップＳ８）。具体的には、制御
部１０は、端子切替部２２に対して電極の切替えを行なうように指令を出力し、これに基
づいて端子切替部２２は、複数の電極ＨＲ，ＨＬ，ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４，Ｆ
Ｒ，ＦＬのそれぞれを、図１（Ｂ）に示した各電極の如くに設定する。
【０１１８】
　次に、制御部１０は、定電流印加電極間に定電流を印加する（ステップＳ９）。具体的
には、制御部１０は、定電流生成部２１に対して定電流を生成するように指令を出力し、
これに基づいて定電流生成部２１は、図１（Ｂ）に示した定電流印加電極間に生成した定
電流ＩB1，ＩB2をそれぞれ印加する。
【０１１９】
　次に、制御部１０は、電位差検出電極間の電位差を検出する（ステップＳ１０）。具体
的には、制御部１０は、電位差検出部２３に対して電位差を検出するように指令を出力し
、これに基づいて電位差検出部２３は、図１（Ｂ）に示した電位差検出電極間の電位差Ｖ

B1，ＶB2を検出し、これを生体インピーダンス測定部１２に対して出力する。
【０１２０】
　次に、制御部１０は、生体インピーダンスＺｓを算出する（ステップＳ１１）。具体的
には、制御部１０は、電位差検出部２３から入力された信号に基づいて生体インピーダン
ス測定部１２において生体インピーダンスＺｓを算出する。算出された生体インピーダン
スＺｓは、メモリ部２９に一時的に保存される。
【０１２１】
　次に、制御部１０は、内臓脂肪断面積および皮下脂肪断面積をそれぞれ算出する（ステ
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ップＳ１２）。具体的には、制御部１０は、ステップＳ３で検出された胴部の横幅２ａお
よび縦幅２ｂと、ステップＳ７で算出された生体インピーダンスＺｔと、ステップＳ１１
で算出された生体インピーダンスＺｓとに基づいて、内臓脂肪量算出部１４ａにおいて内
臓脂肪量としての内臓脂肪断面積Ｓｘを、皮下脂肪量算出部１４ｂにおいて皮下脂肪量と
しての皮下脂肪断面積Ｓｂとをそれぞれ算出する。なお、算出した内臓脂肪断面積Ｓｘお
よび皮下脂肪断面積Ｓｂは、メモリ部２９に一時的に保存される。
【０１２２】
　そして、制御部１０は、測定結果の表示を行なう（ステップＳ１３）。具体的には、制
御部１０は、表示部２６に対してステップＳ１２において算出した内臓脂肪断面積Ｓｘお
よび皮下脂肪断面積Ｓｂを表示するように指令を出力し、これに基づいて表示部２６は、
当該測定結果を表示する。
【０１２３】
　以上により、体脂肪測定装置１Ａは、内臓脂肪断面積の測定処理および皮下脂肪断面積
の測定処理を終了する。なお、生体インピーダンスＺｔの典型的な値は、約５Ω程度であ
り、生体インピーダンスＺｓの典型的な値は、約８０Ω程度である。
【０１２４】
　以上において説明した本実施の形態における体脂肪測定装置１Ａにあっては、胴部横幅
を検出するための胴部横幅検出部２４Ａおよび胴部縦幅を検出するための胴部縦幅検出部
２４Ｂが設けられた装着ユニット１００Ａが、被験者が乗ることで被験者の足の裏に足用
電極ＦＲ，ＦＬを接触させるための台ユニット２００Ａに対して着脱自在とされることに
より、収納状態において装着ユニット１００Ａが台ユニット２００Ａに収納され、台ユニ
ット２００Ａから装着ユニット１００Ａが取り外された非収納状態において内臓脂肪量等
の体脂肪量の測定が行なえるように構成されている。したがって、収納時において装置が
大幅に小型化された状態を採ることが可能になり、大きな保管場所を必要とせず、使い勝
手のよい体脂肪測定装置とすることができる。
【０１２５】
　また、上述した本実施の形態における体脂肪測定装置にあっては、上記装着ユニット１
００Ａに、胴部横幅検出部２４Ａおよび胴部縦幅検出部２４Ｂに加えて、背部用電極ＢＵ
１～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４が露出して設けられるとともに、上肢用電極としての手用電
極ＨＲ，ＨＬが露出して設けられている。すなわち、胴部横幅検出部２４Ａおよび胴部縦
幅検出部２４Ｂと背部用電極ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４と手用電極ＨＲ，ＨＬとが
、単一のユニットとして構成された装着ユニット１００Ａに一体的に設けられている。
【０１２６】
　したがって、装着ユニット１００Ａを右手および左手で把持することで手用電極ＨＲ，
ＨＬを右手の掌および左手の掌のそれぞれに接触配置することができるとともに、当該装
着ユニット１００Ａを右手および左手で把持した状態を維持しつつ当該装着ユニット１０
０Ａに設けられた背部用電極ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４を背部表面に押圧した状態
で接触配置することができ、さらには、この状態で胴部横幅および胴部縦幅を実測するこ
とが可能になる。そのため、体脂肪量の測定の際に要求される被験者の操作が簡略化され
て簡単な操作で体脂肪量の測定を高精度にかつ容易に行なうことができるばかりでなく、
被験者自らが補助者等の協力を得ずとも１人で測定を行なうことができる。
【０１２７】
　ここで、上述した本実施の形態における体脂肪測定装置１Ａの如くの構成を採用せずに
、被験者の背部表面に電極を接触配置するように構成した場合には、背部電極と被験者の
背部表面の安定的な接触を維持することが困難となり、そのため通常であれば、当該接触
を安定化させるために、被験者が仰臥姿勢かあるいは伏臥姿勢をとることが必要となる。
しかしながら、そのように装置を構成した場合には、補助者等の協力を得ずに被験者自ら
が１人で測定を行なうことが非常に困難となってしまい、結果的に家庭等において使用す
ることのできない体脂肪測定装置となってしまう。
【０１２８】
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　しかしながら、上述したように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ａにあっては
、胴部横幅検出部２４Ａおよび胴部縦幅検出部２４Ｂと背部用電極ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ
１～ＢＬ４と手用電極ＨＲ，ＨＬとが、単一のユニットとして構成された装着ユニット１
００Ａに一体的に設けられているため、簡単な操作で起立姿勢にある被験者の背部表面に
背部用電極ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４を安定的に接触させることが可能となり、ま
た当該安定して被験者の背部表面に背部用電極ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４が接触し
た状態を測定動作中において維持することができ、さらには、この状態で胴部横幅および
胴部縦幅を高精度に実測することが可能になる。そのため、本実施の形態における体脂肪
測定装置１Ａにあっては、体脂肪量の測定の際に要求される被験者の操作が簡略化されて
簡単な操作で体脂肪量の測定を高精度にかつ容易に行なうことができるばかりでなく、被
験者自らが補助者等の協力を得ずとも１人で測定を行なうことができる。
【０１２９】
　また、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ａにあっては、被験者の背部表面に背部
用電極ＢＵ１～ＢＵ４，ＢＬ１～ＢＬ４を接触配置させた状態での内臓脂肪量や皮下脂肪
量等の体脂肪量の測定が可能であるため、相対的に皮下脂肪の厚みの薄い腹部に電流を局
所的に印加するのではなく、相対的に皮下脂肪の厚みの厚い背部に電流を局所的に印加す
ることが可能になり、より高精度に体脂肪量を測定することができる。
【０１３０】
　したがって、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ａとすることにより、家庭等にお
いても使い勝手がよく容易にかつ高精度に内臓脂肪量および皮下脂肪量等の体脂肪量が測
定できる体脂肪測定装置とすることができる。そのため、当該体脂肪測定装置１Ａを利用
することにより、日常的にこれら健康管理のための指標を得ることが可能となる。
【０１３１】
　（実施の形態２）
　図１２は、本発明の実施の形態２における体脂肪測定装置の非収納状態を示す斜視図で
あり、図１３は、収納状態を示す斜視図である。次に、これら図１２および図１３を参照
して、本実施の形態における体脂肪測定装置の具体的な構造について説明する。なお、本
実施の形態における体脂肪測定装置の測定原理および制御部で実施される演算処理等は、
上述した本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置のそれらと同様である。
【０１３２】
　図１２および図１３に示すように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｂは、上述
した本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置１Ａと同様に、装着状態において被験
者の胴部を取り囲むように配置することが可能な枠状の形状を有する装着ユニット１００
Ｂと、被験者が乗ることが可能な台状の形状を有する台ユニット２００Ｂとを備えている
。ここで、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｂにあっては、上述した本発明の実施
の形態１における体脂肪測定装置１Ａと異なり、台ユニット２００Ｂが周面から突出して
位置する支持部を有しておらず、代わりに、台ユニット２００Ｂの上面２１１の周縁に沿
って、段差を形成することで段差部２１２が設けられている。
【０１３３】
　段差部２１２は、図１３に示すように、収納状態において装着ユニット１００Ｂを支持
して収納するための部位であり、枠体１１０の後部枠状部１１１、右側部枠状部１１２、
左側部枠状部１１３および前部枠状部１１４をそれぞれ受け入れて支持することが可能な
形状を有している。図示するように、装着ユニット１００Ｂが台ユニット２００Ｂに収納
された収納状態においては、台ユニット２００Ｂの台部２１０を取り囲むように装着ユニ
ット１００Ｂの枠体１１０が配置されることになり、枠体１１０によって規定される中空
開口部内に、台部２１０の一部が収容されることになる。
【０１３４】
　なお、図１２および図１３に示すように、段差部２１２のうち、枠体１１０の後部枠状
部１１１を受け入れて支持する部分の所定位置には、電極支持体収容段差部２１２ａが設
けられており、収納状態においては、電極支持体１２０が、当該電極支持体収容段差部２
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１２ａに受け入れられて支持されることになる。また、段差部２１２のうち、枠体１１０
の前部枠状部１１４を受け入れて支持する部分の所定位置には、表示用ユニット部収容段
差部２１２ｂが設けられており、収納状態においては、表示用ユニット部１３０が、当該
表示用ユニット部収容段差部２１２ｂに受け入れられて支持されることになる。
【０１３５】
　以上において説明した本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｂとすることにより、上
述した本発明の実施の形態１において説明した効果と同様の効果を得ることができる。
【０１３６】
　（実施の形態３）
　図１４は、本発明の実施の形態３における体脂肪測定装置の非収納状態を示す斜視図で
あり、図１５は、収納状態を示す斜視図である。次に、これら図１４および図１５を参照
して、本実施の形態における体脂肪測定装置の具体的な構造について説明する。なお、本
実施の形態における体脂肪測定装置の測定原理および制御部で実施される演算処理等は、
上述した本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置のそれらと同様である。
【０１３７】
　図１４および図１５に示すように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｃは、上述
した本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置１Ａと同様に、装着状態において被験
者の胴部を取り囲むように配置することが可能な枠状の形状を有する装着ユニット１００
Ｃと、被験者が乗ることが可能な台状の形状を有する台ユニット２００Ｃとを備えている
。ここで、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｃにあっては、上述した本発明の実施
の形態１における体脂肪測定装置１Ａと異なり、台ユニット２００Ｃが周面から突出して
位置する支持部を有しておらず、代わりに、台ユニット２００Ｃの上面２１１の周縁を除
く部分に、溝を形成することで凹部２１３が設けられている。
【０１３８】
　凹部２１３は、図１５に示すように、収納状態において装着ユニット１００Ｃを支持し
て収納するための部位であり、枠体１１０の後部枠状部１１１、右側部枠状部１１２、左
側部枠状部１１３および前部枠状部１１４をそれぞれ受け入れて支持することが可能な形
状を有している。図示するように、装着ユニット１００Ｃが台ユニット２００Ｃに収納さ
れた収納状態においては、台ユニット２００Ｃの台部２１０の中央部分を取り囲むように
装着ユニット１００Ｃの枠体１１０が配置されることになり、枠体１１０によって規定さ
れる中空開口部内に、台部２１０の一部が収容されることになる。
【０１３９】
　なお、図１４および図１５に示すように、凹部２１３のうち、枠体１１０の後部枠状部
１１１を受け入れて支持する部分の所定位置には、電極支持体収容凹部２１３ａが設けら
れており、収納状態においては、電極支持体１２０が、当該電極支持体収容凹部２１３ａ
に受け入れられて支持されることになる。また、凹部２１３のうち、枠体１１０の前部枠
状部１１４を受け入れて支持する部分の所定位置には、表示用ユニット部収容凹部２１３
ｂが設けられており、収納状態においては、表示用ユニット部１３０が、当該表示用ユニ
ット部収容凹部２１３ｂに受け入れられて支持されることになる。
【０１４０】
　以上において説明した本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｃとすることにより、上
述した本発明の実施の形態１において説明した効果と同様の効果を得ることができるとと
もに、さらに収納状態において装着ユニット１００Ｃの大部分が台ユニット２００Ｃに収
容された構成となるため、保管時における当該装着ユニット１００Ｃの破損が未然に防止
されるようになる。
【０１４１】
　（実施の形態４）
　図１６は、本発明の実施の形態４における体脂肪測定装置の収納構造を示す斜視図であ
る。次に、この図１６を参照して、本実施の形態における体脂肪測定装置の具体的な構造
について説明する。なお、本実施の形態における体脂肪測定装置の測定原理および制御部
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で実施される演算処理等は、上述した本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置のそ
れらと同様である。
【０１４２】
　図１６に示すように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｄは、上述した本発明の
実施の形態１における体脂肪測定装置１Ａと同様に、装着状態において被験者の胴部を取
り囲むように配置することが可能な枠状の形状を有する装着ユニット１００Ｄと、被験者
が乗ることが可能な台状の形状を有する台ユニット２００Ｄとを備えている。ここで、本
実施の形態における体脂肪測定装置１Ｄにあっては、上述した本発明の実施の形態１にお
ける体脂肪測定装置１Ａと異なり、台ユニット２００Ｄが周面から突出して位置する支持
部を有しておらず、代わりに、台ユニット２００Ｄの台部２１０が、開閉可能な箱体にて
構成されている。
【０１４３】
　具体的には、図１６に示すように、台ユニット２００Ｄの台部２１０は、その上面を構
成する天板部２１４Ａと、上面開口の略直方体形状の箱部２１４Ｂとを有している。天板
部２１４Ａは、ヒンジ２１４ａによって図中矢印Ｄ方向に沿って回転可能に箱部２１４Ｂ
に取付けられており、閉状態において上記箱部２１４Ｂの上面開口を閉塞する。また、箱
部２１４Ｂの内部には、装着ユニット１００Ｄを収容可能な大きさを有する収容室２１４
Ｃが設けられている。なお、天板部２１４Ａの上面には、下肢用電極として足用電極ＦＲ
，ＦＬが設けられている。
【０１４４】
　図１６に示すように、収納状態においては、装着ユニット１００Ｄが台ユニット２００
Ｄの上記収容室２１４Ｃ内に収容されることにより、装着ユニット１００Ｄが台ユニット
２００Ｄに収納される。この状態において、天板部２１４Ａは、上述した箱部２１４Ｂの
上面開口を閉塞することが可能であり、これにより装着ユニット１００Ｄは、外部に露出
せずに台ユニット２００Ｄ内に収納されることになる。なお、装着ユニット１００Ｄの台
ユニット２００Ｄ内への収納を容易にするためには、装着ユニット１００Ｄと台ユニット
２００Ｄとを接続する接続ケーブル４０（図３等参照）を、これら装着ユニット１００Ｄ
および台ユニット２００Ｄの少なくとも一方に対して着脱可能に構成しておくことが好ま
しい。
【０１４５】
　以上において説明した本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｄとすることにより、上
述した本発明の実施の形態１において説明した効果と同様の効果を得ることができるとと
もに、さらに収納状態において装着ユニット１００Ｄが台ユニット２００Ｄに収容された
構成となるため、保管時における当該装着ユニット１００Ｄの破損が未然に防止されるよ
うになる。
【０１４６】
　（実施の形態５）
　図１７は、本発明の実施の形態５における体脂肪測定装置の収納構造を示す斜視図であ
る。次に、この図１７を参照して、本実施の形態における体脂肪測定装置の具体的な構造
について説明する。なお、本実施の形態における体脂肪測定装置の測定原理および制御部
で実施される演算処理等は、上述した本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置のそ
れらと同様である。
【０１４７】
　図１７に示すように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｅは、上述した本発明の
実施の形態１における体脂肪測定装置１Ａと同様に、装着状態において被験者の胴部を取
り囲むように配置することが可能な枠状の形状を有する装着ユニット１００Ｅと、被験者
が乗ることが可能な台状の形状を有する台ユニット２００Ｅとを備えている。ここで、本
実施の形態における体脂肪測定装置１Ｅにあっては、上述した本発明の実施の形態１にお
ける体脂肪測定装置１Ａと異なり、台ユニット２００Ｅが周面から突出して位置する支持
部を有しておらず、代わりに、台ユニット２００Ｅの台部２１０が、その周面の一面が開



(23) JP 5589480 B2 2014.9.17

10

20

30

40

50

口した箱体にて構成されている。
【０１４８】
　具体的には、図１７に示すように、台ユニット２００Ｅの台部２１０は、その前面に開
口部２１５ａを有する前面開口の略直方体状の箱体として構成されている。当該開口部２
１５ａは、装着ユニット１００Ｅが出し入れ可能な大きさに構成され、台部２１０の内部
には、装着ユニット１００Ｅを収容可能な大きさを有する収容室２１５が設けられている
。
【０１４９】
　図１７に示すように、収納状態においては、上記開口部２１５ａを介して装着ユニット
１００Ｅが台ユニット２００Ｅの上記収容室２１５内に収容されることにより、装着ユニ
ット１００Ｅが台ユニット２００Ｅに収納される。なお、装着ユニット１００Ｅの台ユニ
ット２００Ｅ内への収納を容易にするためには、装着ユニット１００Ｅと台ユニット２０
０Ｅとを接続する接続ケーブル４０（図３等参照）を、これら装着ユニット１００Ｅおよ
び台ユニット２００Ｅの少なくとも一方に対して着脱可能に構成しておくことが好ましい
。
【０１５０】
　以上において説明した本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｅとすることにより、上
述した本発明の実施の形態１において説明した効果と同様の効果を得ることができるとと
もに、さらに収納状態において装着ユニット１００Ｅの大部分が台ユニット２００Ｅに収
容された構成となるため、保管時における当該装着ユニット１００Ｅの破損が未然に防止
されるようになる。
【０１５１】
　（実施の形態６）
　図１８は、本発明の実施の形態６における体脂肪測定装置の収納構造を示す斜視図であ
る。次に、この図１８を参照して、本実施の形態における体脂肪測定装置の具体的な構造
について説明する。なお、本実施の形態における体脂肪測定装置の測定原理および制御部
で実施される演算処理等は、上述した本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置のそ
れらと同様である。
【０１５２】
　図１８に示すように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｆは、上述した本発明の
実施の形態１における体脂肪測定装置１Ａと同様に、装着状態において被験者の胴部を取
り囲むように配置することが可能な枠状の形状を有する装着ユニット１００Ｆと、被験者
が乗ることが可能な台状の形状を有する台ユニット２００Ｆとを備えている。ここで、本
実施の形態における体脂肪測定装置１Ｆにあっては、上述した本発明の実施の形態１にお
ける体脂肪測定装置１Ａと異なり、台ユニット２００Ｆが周面から突出して位置する支持
部を有しておらず、代わりに、台ユニット２００Ｆの台部２１０が、出し入れ可能な引き
出しを具備した箱体にて構成されている。
【０１５３】
　具体的には、図１８に示すように、台ユニット２００Ｆの台部２１０は、その前面に開
口部２１６ａを有する前面開口の略直方体状の箱部２１６Ａと、当該開口部２１６ａを介
してその出し入れが可能に構成された上面開口の引き出し２１６Ｂとを有している。当該
引き出し２１６Ｂの内部には、装着ユニット１００Ｆを収容可能な大きさを有する収容室
２１６Ｃが設けられている。
【０１５４】
　図１８に示すように、収納状態においては、装着ユニット１００Ｆが引き出し２１６Ｂ
の上記収容室２１６Ｃに収容されて引き出し２１６Ｂが箱部２１６Ａ内に納められること
により、装着ユニット１００Ｆが台ユニット２００Ｆに収納される。これにより、装着ユ
ニット１００Ｆは、外部に露出せずに台ユニット２００Ｆ内に収納されることになる。な
お、装着ユニット１００Ｆの台ユニット２００Ｆ内への収納を容易にするためには、装着
ユニット１００Ｆと台ユニット２００Ｆとを接続する接続ケーブル４０（図３等参照）を
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、これら装着ユニット１００Ｆおよび台ユニット２００Ｆの少なくとも一方に対して着脱
可能に構成しておくことが好ましい。
【０１５５】
　以上において説明した本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｆとすることにより、上
述した本発明の実施の形態１において説明した効果と同様の効果を得ることができるとと
もに、さらに収納状態において装着ユニット１００Ｆが台ユニット２００Ｆに収容された
構成となるため、保管時における当該装着ユニット１００Ｆの破損が未然に防止されるよ
うになる。
【０１５６】
　（実施の形態７）
　図１９は、本発明の実施の形態７における体脂肪測定装置の装着ユニットの上面図であ
り、図２０は、本実施の形態における体脂肪測定装置の装着ユニットの装着状態を示す図
である。まず、これら図１９および図２０を参照して、本実施の形態における体脂肪測定
装置の装着ユニットの具体的な構造および装着ユニットの装着状態について説明する。な
お、本実施の形態における体脂肪測定装置の測定原理および制御部で実施される演算処理
等は、上述した本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置のそれらと同様である。
【０１５７】
　図１９ないし図２１に示すように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｇは、上述
した本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置１Ａと同様に、装着状態において被験
者の胴部を取り囲むように配置することが可能な枠状の形状を有する装着ユニット１００
Ｇと、被験者が乗ることが可能な台状の形状を有する台ユニット２００Ｇ（図２１参照）
とを備えている。
【０１５８】
　図１９に示すように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｇの装着ユニット１００
Ｇは、枠体１１０の後部枠状部１１１、右側部枠状部１１２、左側部枠状部１１３および
前部枠状部１１４がそれぞれ分割して構成されており、これら後部枠状部１１１、右側部
枠状部１１２、左側部枠状部１１３および前部枠状部１１４のそれぞれが、隣接する枠状
部のそれぞれに対して相対的に移動可能となるように連結されている。
【０１５９】
　具体的には、右側部枠状部１１２が、後部枠状部１１１に対して図中矢印Ｆ１方向に沿
って移動可能に構成されており、左側部枠状部１１３が、後部枠状部１１１に対して図中
矢印Ｆ２方向に沿って移動可能に構成されており、前部枠状部１１４が、右側部枠状部１
１２に対して図中矢印Ｇ１方向に移動可能に構成されている。
【０１６０】
　また、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｇにあっては、右側部枠状部１１２およ
び左側部枠状部１１３からそれぞれ外側に向けて把手部１１２ａ，１１３ａが設けられて
おり、当該把手部１１２ａ，１１３ａにそれぞれ手用電極ＨＲ，ＨＬが露出するように設
けられている。
【０１６１】
　ここで、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｇは、上述した本発明の実施の形態１
における体脂肪測定装置１Ａが具備していた非接触式の光センサを具備しておらず、これ
に代えて、胴部横幅検出部２４Ａとしての、上述した右側部枠状部１１２および左側部枠
状部１１３の後部枠状部１１１に対する相対的な移動量を検出する移動量検出センサと、
胴部縦幅検出部２４Ｂとしての、上述した前部枠状部１１４の右側部枠状部１１２に対す
る相対的な移動量を検出する移動量検出センサとを、装着ユニット１００Ａの内部に具備
している。当該移動量検出センサとしては、たとえばロータリーエンコーダに代表される
各種エンコーダや光センサ、磁気センサ等、種々のものが使用可能である。
【０１６２】
　図２０に示すように、装着ユニット１００Ｇを装着した状態においては、被験者の胴部
３０５が枠体１１０に取り囲まれた状態とされ、胴部３０５の腹部、背部および両側部が
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いずれも装着ユニット１００Ｇに接触した状態とされる。
【０１６３】
　当該状態を実現するためには、被験者は、右手の掌および左手の掌がそれぞれ手用電極
ＨＲ，ＨＬに接触するように、把手部１１２ａ，１１３ａをそれぞれ右手および左手で把
持した状態を維持しつつ、装着ユニット１００Ｇに設けられた電極支持体１２０の前面１
２１が背部表面に押し当てられることとなるように、装着ユニット１００Ｇの位置を調節
する。
【０１６４】
　このとき、被験者は、右側部枠状部１１２の内側部分および左側部枠状部１１３の内側
部分がそれぞれ胴部３０５の両側部（すなわち両脇腹）に接触するように右側部枠状部１
１２および左側部枠状部１１３を移動させ、その後、一旦片手を外し、表示用ユニット部
１３０の背面が胴部の前部（すなわち腹部）に接触するように前部枠状部１１４を移動さ
せ、その後再度外した片手を元の位置へ戻す。
【０１６５】
　さらに、このとき、被験者は、装着ユニット１００Ｇが水平に配置されるように装着ユ
ニット１００Ｇの姿勢を調節する。以上により、図１５に示す如くの装着ユニット１００
Ｇの装着状態が実現され、体脂肪量の測定が開始可能となる。
【０１６６】
　ここで、図１９に示す状態における右側部枠状部１１２、左側部枠状部１１３および前
部枠状部１１４の位置をそれぞれ原点とし、当該図１９に示す原点位置から、図２０に示
す装着後の右側部枠状部１１２、左側部枠状部１１３および前部枠状部１１４の位置に達
するまでのそれぞれの移動量を、上述した移動量検出センサにて測定することにより、図
２０に示すように、胴部の横幅２ａが距離Ｆとして算出され、胴部の縦幅２ｂが距離Ｇと
して算出されることになる。
【０１６７】
　図２１は、本実施の形態における体脂肪測定装置の収納構造を示す上面図である。次に
、この図２１を参照して、本実施の形態における体脂肪測定装置の収納構造について説明
する。
【０１６８】
　図２１に示すように、台ユニット２００Ｇは、上述した本発明の実施の形態４において
説明した台ユニット２００Ｄ（図１６参照）と同様の構造を有しており、台ユニット２０
０Ｇは、開閉可能な箱体にて構成されている。すなわち、台ユニット２００Ｇの台部２１
０は、その上面を構成する天板部２１４Ａと、上面開口の略直方体形状の箱部２１４Ｂと
によって構成されており、天板部２１４Ａが、ヒンジ２１４ａによって回転可能に箱部２
１４Ｂに取付けられている。なお、箱部２１４Ｂの内部には、収容室２１４Ｃが設けられ
ている。
【０１６９】
　ここで、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｇにあっては、上述したように、装着
ユニット１００Ｇの枠状部（すなわち、後部枠状部１１１、右側部枠状部１１２、左側部
枠状部１１３および前部枠状部１１４）が相対的に移動可能に構成されているため、これ
ら枠状部を移動させて装着ユニット１００Ｇの外形が最小とされた状態（すなわち、図２
１に示す状態）で、当該装着ユニット１００Ｇが上記収容室２１４Ｃに収容される。すな
わち、上記収容室２１４Ｃの大きさは、装着ユニット１００Ｇの外形が最小とされた場合
に収容可能な大きさにまで小型化されている。このように構成すれば、装着ユニット１０
０Ｇを台ユニット２００Ｇの内部に収容する構成を採用した場合にも、台ユニット２００
Ｇを大幅に小型化することができる。
【０１７０】
　したがって、以上において説明した本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｇとするこ
とにより、上述した本発明の実施の形態１および４において説明した効果と同様の効果を
得ることができるとともに、さらに収納状態における装置外形を小型化することができる
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。
【０１７１】
　（実施の形態８）
　図２２は、本発明の実施の形態８における体脂肪測定装置の収納構造を示す斜視図であ
る。次に、この図２２を参照して、本実施の形態における体脂肪測定装置の収納構造につ
いて説明する。なお、本実施の形態における体脂肪測定装置の測定原理および制御部で実
施される演算処理等は、上述した本発明の実施の形態１における体脂肪測定装置のそれら
と同様である。
【０１７２】
　図２２に示すように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｈは、上述した本発明の
実施の形態１における体脂肪測定装置１Ａと同様に、装着状態において被験者の胴部を取
り囲むように配置することが可能な枠状の形状を有する装着ユニット１００Ｈと、被験者
が乗ることが可能な台状の形状を有する台ユニット２００Ｈとを備えている。
【０１７３】
　しかしながら、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｈにあっては、上述した本発明
の実施の形態１における体脂肪測定装置１Ａとは異なり、装着ユニット１００Ｈが、複数
の部分に分解可能に構成されている。具体的には、図２２に示すように、本実施の形態に
おける体脂肪測定装置１Ｈの装着ユニット１００Ｈは、枠体１１０が、後部枠状部１１１
、右側部枠状部１１２、左側部枠状部１１３および前部枠状部１１４のそれぞれに分解可
能に分割されて構成されている。
【０１７４】
　ここで、図２２に示すように、台ユニット２００Ｈは、上述した本発明の実施の形態４
において説明した台ユニット２００Ｄ（図１６参照）と同様の構造を有しており、台ユニ
ット２００Ｈは、開閉可能な箱体にて構成されている。すなわち、台ユニット２００Ｈの
台部２１０は、その上面を構成する天板部２１４Ａと、上面開口の略直方体形状の箱部２
１４Ｂとによって構成されており、天板部２１４Ａが、ヒンジ２１４ａによって回転可能
に箱部２１４Ｂに取付けられている。なお、箱部２１４Ｂの内部には、収容室２１４Ｃが
設けられている。
【０１７５】
　上述したように、本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｈにあっては、装着ユニット
１００Ｈの枠状部（すなわち、後部枠状部１１１、右側部枠状部１１２、左側部枠状部１
１３および前部枠状部１１４）がそれぞれ分解可能に構成されているため、これらを分解
した状態（すなわち、図２２に示す状態）として、当該装着ユニット１００Ｈが上記収容
室２１４Ｃに収容される。すなわち、上記収容室２１４Ｃの大きさは、装着ユニット１０
０Ｈが分解された場合に、分解後のこれら部分を収容可能な大きさにまで小型化されてい
る。このように構成すれば、装着ユニット１００Ｈを台ユニット２００Ｈの内部に収容す
る構成を採用した場合にも、台ユニット２００Ｈを大幅に小型化することができる。
【０１７６】
　したがって、以上において説明した本実施の形態における体脂肪測定装置１Ｈとするこ
とにより、上述した本発明の実施の形態１および４において説明した効果と同様の効果を
得ることができるとともに、さらに収納状態における装置外形を小型化することができる
。
【０１７７】
　なお、以上において説明した本発明の実施の形態１ないし８においては、胴部幅計測ユ
ニットとしての装着ユニット１００Ａ～１００Ｈの枠体１１０の右側部枠状部１１２およ
び左側部枠状部１１３に手用電極ＨＲ，ＨＬをそれぞれ設けた場合を例示して説明を行な
ったが、当該手用電極ＨＲ，ＨＬは、枠体１１０の前部枠状部１１４に設けてもよいし、
場合によっては、装着ユニットに設けないこととしてもよい。
【０１７８】
　また、上述した本発明の実施の形態１ないし８においては、胴部幅計測ユニットとして
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の装着ユニット１００Ａ～１００Ｈの枠体１１０の一部を不連続とした場合を例示して説
明を行なったが、これを連続した形状のものにて構成してもよい。
【０１７９】
　また、上述した本発明の実施の形態１ないし８においては、胴部幅計測ユニットとして
の装着ユニット１００Ａ～１００Ｈの枠体１１０を上面視略矩形の額縁状の外形を有する
ものにて構成した場合を例示して説明を行なったが、当該枠体１１０が他の形状、たとえ
ば環状、Ｕ字状、Ｃ字状等の形状にて構成してもよい。
【０１８０】
　また、上述した本発明の実施の形態１ないし８においては、台ユニット２００Ａ～２０
０Ｈを具備した構成としているため、当該台ユニット２００Ａ～２００Ｈに体重測定機能
を具備させることとしてもよい。すなわち、台ユニット２００に荷重を検出する体重測定
部としてのロードセル等を設けることにより、台ユニット２００に乗った被験者の体重を
当該体重測定部にて測定可能に構成してもよい。その場合、台ユニット２００に設けた体
重測定部にて測定された体重情報が制御部１０に入力されるように構成すれば、実測した
被験者の体重を被験者情報として各種の演算処理に利用することが可能になる。
【０１８１】
　また、上述した本発明の実施の形態１ないし８においては、内臓脂肪量として内臓脂肪
断面積が算出されるとともに、皮下脂肪量として皮下脂肪断面積が算出されるように演算
処理を構成した場合を例示して説明したが、内臓脂肪量が、内臓脂肪断面積以外の指標で
ある内臓脂肪体積、内臓脂肪重量、内臓脂肪レベル等にて算出されるとともに、皮下脂肪
量が、皮下脂肪断面積以外の指標である皮下脂肪体積、皮下脂肪重量、皮下脂肪レベル等
にて算出されるように演算処理を構成してもよい。
【０１８２】
　また、上述した本発明の実施の形態１ないし８においては、内臓脂肪断面積および皮下
脂肪断面積のいずれもが算出されて表示されるように構成した場合を例示して説明を行な
ったが、これらのいずれかのみが表示されるように構成してもよいし、皮下脂肪断面積の
みが算出されて表示されるように構成してもよい。さらには、内臓脂肪断面積および皮下
脂肪断面積以外の各種体組成情報（たとえば体脂肪量や部位別脂肪量、除脂肪量等）を算
出してこれを表示するように構成してもよい。
【０１８３】
　このように、今回開示した上記各実施の形態はすべての点で例示であって、制限的なも
のではない。本発明の技術的範囲は特許請求の範囲によって画定され、また特許請求の範
囲の記載と均等の意味および範囲内でのすべての変更を含むものである。
【符号の説明】
【０１８４】
　１Ａ～１Ｈ　体脂肪測定装置、１０　制御部、１１　演算処理部、１２　生体インピー
ダンス測定部、１３　体形情報測定部、１４　体組成情報取得部、１４ａ　内臓脂肪量算
出部、１４ｂ　皮下脂肪量算出部、２１　定電流生成部、２２　端子切替部、２３　電位
差検出部、２４Ａ　胴部横幅検出部、２４Ｂ　胴部縦幅検出部、２４Ａ１，２４Ａ２，２
４Ｂ１　検出用窓部、２５　被験者情報入力部、２６　表示部、２７　操作部、２７ａ　
測定ボタン、２８　電源部、２９　メモリ部、４０　接続ケーブル、１００Ａ～１００Ｈ
　装着ユニット、１１０　枠体、１１１　後部枠状部、１１２　右側部枠状部、１１２ａ
　把手部、１１３　左側部枠状部、１１３ａ　把手部、１１４　前部枠状部、１１５　接
続部、１２０　電極支持体、１２１　前面、１３０　表示用ユニット部、２００Ａ～２０
０Ｈ　台ユニット、２１０　台部、２１１　上面、２１２　段差部、２１２ａ　電極支持
体収容段差部、２１２ｂ　表示用ユニット部収容段差部、２１３　凹部、２１３ａ　電極
支持体収容凹部、２１３ｂ　表示用ユニット部収容凹部、２１４Ａ　天板部、２１４Ｂ　
箱部、２１４Ｃ　収容室、２１４ａ　ヒンジ、２１５　収容室、２１５ａ　開口部、２１
６Ａ　箱部、２１６Ｂ　引き出し、２１６Ｃ　収容室、２１６ａ　開口部、２２０　支持
部、３００　被験者、３０１　右足、３０２　左足、３０３　右手、３０４　左手、３０
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背部用電極、ＦＲ，ＦＬ　足用電極。
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】 【図１６】

【図１７】 【図１８】
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【図１９】 【図２０】

【図２１】 【図２２】
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